
（平成２１年９月30日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 10 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認栃木地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



栃木厚生年金 事案 398 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額で

あったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を 15 万円に訂正する

ことが必要である。 
 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 10月１日から９年 10月 31日まで 

   社会保険事務所から、標準報酬月額がさかのぼって引き下げられていると

の連絡があった。申立期間当時、給与は 15 万円程度受け取っており、実際

の給料より低い標準報酬月額に訂正されているので、訂正前に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人のＡ社に

おける厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、15 万円と記録されていたが、

同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成９年 10月 31日以降の同年

11 月７日付けで、申立人を含む６人の標準報酬月額の記録がさかのぼって減

額訂正されており、申立人については、７年 10 月から９年９月までの標準報

酬月額が 15万円から９万 2,000円に訂正されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間当時、当該事業所の取締役の妻であったが、営業

関係の事務員として勤務しており、役員でなかったことが法人登記簿から確認

できる。 

さらに、事業主及び同社の社会保険事務を受託していた社会保険労務士から

は、「申立人は社会保険関係の事務には携わっていなかった。」とする証言が得

られており、申立人が当該遡及
そきゅう

訂正処理に関与したとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該遡及
そきゅう

訂正処理

を行う合理的理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認

められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所

に当初届け出た 15万円に訂正することが必要である。



栃木厚生年金 事案 399 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額で

あったと認められることから、申立期間のうち平成７年 10 月から９年２月ま

での期間、及び同年５月から９月までの期間に係る標準報酬月額を 59 万円に

訂正することが必要である。 
 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 10月１日から９年 10月 31日まで 

   社会保険事務所から、標準報酬月額がさかのぼって引き下げられていると

の連絡があった。申立期間当時、給与は 100 万円程度受け取っており、実際

の給料より低い標準報酬月額に訂正されているので、訂正前に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人のＡ社に

おける厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、59 万円と記録されていたが、

同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成９年 10月 31日以降の同年

11 月７日付けで、申立人を含む６人の標準報酬月額の記録がさかのぼって減

額訂正されており、申立人については、７年 10 月から９年２月まで、及び同

年５月から９月までの標準報酬月額が 59 万円から９万 2,000 円に訂正されて

いることが確認できる。 

また、申立人は代表取締役の弟であり、申立期間において、Ａ社の取締役に

就いているものの、事業主及び同社の社会保険事務を受託していた社会保険労

務士からは、「申立人の業務は主に工場での作業で、経営には関与しておらず、

社会保険関係の事務に携わっていなかった。」とする証言が得られており、申

立人が当該遡及
そきゅう

訂正処理に関して責任を負うべき立場にあったとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該遡及
そきゅう

訂正処理

を行う合理的理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認

められず、申立人の申立期間のうち平成７年 10 月から９年２月まで、及び同

年５月から９月までの標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出

た 59万円に訂正することが必要である。 



一方、社会保険庁の記録において、申立期間のうち平成９年３月及び同年４

月に係る申立人の標準報酬月額については、さかのぼって減額訂正されていな

いことが確認できることから、記録の訂正は認められない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 400 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和50年５月31日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万4,000円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年３月 31日から同年５月 31日まで 

    社会保険庁の被保険者記録回答票によると、申立期間の厚生年金保険加入

記録が無いが、給与明細表や雇用保険被保険者離職票があるので、昭和50

年５月30日までＡ社で勤務していたと思う。厚生年金保険加入記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、雇用保険被保険者離職票により、申立人が昭和50年５

月30日までＡ社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人は、昭和50年１月、２月、３月、５月及び６月分の給与明細表

を所持しており、厚生年金保険料が控除されていることが確認できる上、雇用

保険被保険者離職票によると、50年１月から同年５月までの賃金額はほぼ同額

であることが確認できることから、給与明細表の無い50年４月分についても厚

生年金保険料が控除されていたと推認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細表の厚生年金保険料控

除額から、６万4,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、当該事業所が既に解散している上、元事業主はすでに死亡しており、他



                      

  

の元役員の所在も不明であり、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

栃木厚生年金 事案 401 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成８年１月１日から９年 12月 31日まで 

    社会保険事務所から連絡を受け、年金の記録を見ると当時の給与金額と

違っていた。月給は 50 万円ぐらいだったはずなので正しい記録に直しても

らいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録によると、Ａ社は、平成９年 12 月 31 日に厚

生年金保険の適用事業所でなくなっているところ、同日後の 10 年１月 29 日

付けで、申立人の申立期間に係る標準報酬月額が、８年１月から同年８月ま

では 50 万円から９万 2,000 円、同年９月から９年 11 月までは９万 8,000 円

から９万 2,000円にさかのぼって減額訂正されていることが確認できる。 

しかし、商業登記簿謄本により、申立人は、申立期間当時、当該事業所の

代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立期間以前から当該事業所に勤務し、後に申立人とともに代表取

締役となった元従業員は、「申立期間当時、申立人は社会保険関係の事務手

続を行っていた。」、「保険料を安くする訂正方法について社会保険事務所

からアドバイスを受けたと申立人が言っていた。」と証言していることから、

申立人は当該事業所の代表取締役として、自らの標準報酬月額の訂正処理に

関与していたと考えるのが自然である。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、自らの標準報酬月額の減額処理に関与しながら、当該減額処理が有

効なものでないと主張することは信義則上許されず、申立人の申立期間にお

ける厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 402 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 29年１月 17日から 30 年２月１日まで 

    社会保険事務所の記録では、Ａ社Ｂ工場に勤務した期間の一部が厚生年

金保険に未加入とされているが、昭和 29 年１月 17 日に入社し、途中で社

名が変わったりしたものの、定年退職日の平成７年５月 15 日まで継続して

在籍していたので、当該期間についても被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主が提出した人事記録及び雇用保険の加入記録から、申立人が申立期

間においてＡ社Ｂ工場に勤務していたことは確認できるが、申立人から聴取

しても、厚生年金保険料控除に関する具体的な記憶は無いとしている。 

また、申立人が同時に入社したとする元同僚も、申立人と同じ昭和 30 年２

月１日付けで被保険者資格を取得している上、複数の元同僚から、「当時は

臨時工として入社して１年から１年半を経過してから正社員になってい

た。」との証言が得られていることなどから、当時のＡ社Ｂ工場が、必ずし

も入社と同時に厚生年金保険に加入させていなかった可能性も考えられる。 

さらに、事業主から聴取しても、申立期間における厚生年金保険料控除の

有無については不明としており、当時の事務担当者も既に他界していること

から、申立てに係る事実を確認することができない。 

このほか、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる関連資料は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

栃木厚生年金 事案 403 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 11月１日から 49 年１月５日まで 

    昭和 48 年 11 月からＡ社で働き始めたが、厚生年金保険の加入記録は 49

年１月からとなっており、申立期間の被保険者記録が無い。勤務していた

ことは間違いないので、被保険者として認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主が提出した資料及び申立人の証言から、申立人が申立期間について

Ａ社に勤務していたことは認められるものの、申立人から聴取しても、厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたか否かについては記憶し

ていないとしている。 

また、雇用保険の記録を見ても、厚生年金保険と同じ昭和 49 年１月５日に

資格取得していることが確認できる。 

  さらに、Ａ社の事業主から聴取したところ、「申立期間当時、中途採用者

については、必ずしも入社と同時には社会保険に加入させていなかった。」

と証言しており、事業主が提出した資料及び社会保険庁のオンライン記録に

よると、申立人と近接した時期に入社した５名の従業員のうち４名について、

入社後１～３か月を経過してから厚生年金保険に加入していることが確認で

きる。 

  このほか、申立期間における厚生年金保険料控除を確認できる関連資料、

周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 404 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年９月１日から 10年２月１日まで 

    社会保険事務所職員から、申立人の厚生年金保険の標準報酬月額につい

て、不適正な引下げ処理が行われた可能性があるとの説明を受けた。 

当時の給与支払明細書によると支給額は約 50 万円であり、それに応じた

社会保険料が控除されているので、標準報酬月額を訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録によると、Ａ社は、平成 10 年２月 15 日に適

用事業所でなくなっているところ、同日後の同年３月 11 日付けで、申立人の

標準報酬月額の記録が、９年９月から 10 年１月までの期間について 50 万円

から 26万円に減額訂正されていることが確認できる。 

しかし、登記簿謄本により、申立人は、申立期間当時、Ａ社の代表取締役

であったことが確認できる。 

また、申立人は、当該標準報酬月額の減額訂正について関与していないと

しているものの、平成 10 年１月の社会保険料について支払っていないことを

認めている上、全喪届を提出したとしていることから、同社の代表取締役と

して、自らの標準報酬月額の減額訂正処理について、関与していたと考える

のが自然である。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の代表取締役として、

自らの標準報酬月額に係る記録訂正に関与しながら、当該標準報酬月額の減

額処理が有効なものでないと主張することは信義則上許されず、申立人の申

立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めること

はできない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 405 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年９月１日から 10年２月１日まで 

    社会保険事務所職員から、申立人の厚生年金保険の標準報酬月額につい

て、不適正な引下げ処理が行われた可能性があるとの説明を受けた。 

当時の給与支払明細書によると支給額は約 20 万円であり、それに応じた

社会保険料が控除されているので、標準報酬月額を訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録によると、Ａ社は、平成 10 年２月 15 日に適

用事業所でなくなっているところ、同日後の同年３月 11 日付けで、申立人の

標準報酬月額の記録が、９年９月から 10 年１月までの期間について 20 万円

から９万 8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

しかし、登記簿謄本により、申立人は、申立期間当時、Ａ社の取締役であ

ったことが確認できる上、申立人は、当時、厚生年金保険に係る業務につい

て権限を有していたとしている。 

また、申立人は、当該標準報酬月額の減額訂正について関与していないと

しているものの、平成 10 年１月の社会保険料について支払っていないことを

認めており、さらに、社会保険の喪失及び全喪の届出を行ったことを認めて

いることから、自らの標準報酬月額の減額訂正について、関与していたと考

えるのが自然である。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の取締役として、社

会保険業務の責任者の立場にあった申立人が、自らの標準報酬月額に係る記

録訂正に関与しながら、当該標準報酬月額の減額処理が有効なものではない

と主張することは信義則上許されず、申立人の申立期間における厚生年金保

険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。



                      

  

栃木厚生年金 事案 406 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年４月１日から 35年３月 21日まで 

    私は、勤務したＡ社Ｂ店を退職する際、事務員の応対が悪く、脱退手当

金の請求手続をしてもらえなかったので、脱退手当金を受給したはずがな

い。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由    

   社会保険事務所が保管するＡ社Ｂ店の厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人の資格喪失日である昭和 35 年３月前後の 32 年４月から 35 年９月まで

に資格喪失した女性 12 名の脱退手当金支給記録を調査したところ、10 名に

支給記録が確認できるとともに、支給記録が確認できた同僚２名から、｢脱退

手当金の申請書類は、会社で作成してもらった。｣との証言が得られたことを

踏まえると、申立期間後に厚生年金保険への加入が無い申立人が脱退手当金

を受給することに不自然さはうかがえないほか、申立期間の脱退手当金は、

支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

また、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 407 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年２月１日から 15年１月 31日まで 

    社会保険事務所から連絡を受け、私の標準報酬月額が、申立期間におい

て大幅に引き下げられていることを知った。当時、給料はもっともらって

いたので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録によると、Ａ社は、平成 15 年１月 31 日に適

用事業所でなくなっているところ、同日後の同年２月３日付けで、申立人の

14 年２月から同年 12 月までの標準報酬月額が、62 万円から９万 8,000 円に

減額訂正されたことが確認できる。 

しかし、登記簿謄本により、申立人は、申立期間当時、当該事業所の代表

取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、申立期間当時、社会保険料の滞納があったことを認めて

おり、申立人は、社会保険事務所の職員に滞納保険料について相談し、その

時職員が持ってきた書類に押印したと回答していることから、同社の代表取

締役として、申立期間に係る標準報酬月額の減額訂正について関与したと考

えるのが自然である。 

これらの事情及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、同社の代表取締役として、自らの標準報酬月額の減額処理に関与

しながら、当該減額処理が有効なものではないと主張することは信義則上許

されず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正する必要は認め

られない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 408 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年１月１日から 10年 11月１日まで 

    私はＡ社の代表取締役で、申立期間は月額 30 万円の報酬であった。社会

保険事務所の記録では標準報酬月額が９万 2,000 円と相違しているので、

正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録によると、Ａ社は、平成 10 年 12 月 31 日をも

って適用事業所でなくなっているところ、同日後の 11 年２月１日付けで、申

立人の申立期間に係る標準報酬月額が 30 万円から９万 2,000 円に減額訂正さ

れたことが確認できる。 

しかし、登記簿謄本により、申立人は、申立期間当時、当該事業所の代表

取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、「標準報酬月額の減額訂正について心当たりは無い。」、

「社会保険に係る事務は妻が行っていた。」と証言しており、社会保険事務

を担当していた申立人の妻は、「厚生年金保険料の支払が遅れることがあり、

社会保険事務所と相談し、集金に来てもらい分割で支払っていた。また、社

会保険事務所職員から、引き下げられた標準報酬月額が記載された用紙を提

示されて代表者印を押した。」と証言している。しかし、このような申立人

個人の年金受給権を制限する行為を、代表取締役である申立人に何ら相談も

なく独断で行ったとは考え難いと推認せざるを得ないことから、申立人は自

らの標準報酬月額の減額処理に同意したと考えるのが自然である。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負って

いる代表取締役であった申立人は、会社の業務としてなされた当該行為につ

いて責任を負うべきであり、自らの標準報酬月額に係る記録訂正に同意しな

がら、当該減額処理が有効なものではないと主張することは信義則上許され

ず、申立人の厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることは

できない。



                      

  

栃木厚生年金 事案 409 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年１月１日から 10年９月１日まで 

    私はＡ社の取締役で、申立期間は月額 20 万円の報酬であった。社会保険

事務所の記録では標準報酬月額が９万 2,000 円と相違しているので、正し

い記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録によると、Ａ社は、平成 10 年 12 月 31 日をも

って適用事業所でなくなっているところ、同日後の 11 年２月１日付けで、申

立人の申立期間に係る標準報酬月額が 20 万円から９万 2,000 円に減額訂正さ

れたことが確認できる。 

しかし、申立人は、事業主の妻であり、登記簿謄本により申立期間当時、

当該事業所の取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、社会保険に係る事務を担当していたとしているところ、

「厚生年金保険料の支払が遅れることがあり、社会保険事務所と相談し、集

金に来てもらい分割で支払っていた。また、社会保険事務所職員から、引き

下げられた標準報酬月額が記載された用紙を提示されて代表者印を押し

た。」と証言していることから、申立人は、Ａ社の取締役として、社会保険

に関する業務について権限を有しており、自らの標準報酬月額の減額処理に

ついて、関与していたと考えるのが自然である。 

これらの事情及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、同社の取締役として自らの標準報酬月額の減額処理に関与しなが

ら、当該減額処理が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正する必要は認められない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 410 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 10月から 42年５月まで 

   私は、昭和 40 年 10 月ごろから 42 年５月ごろまで、Ａ社にて、社長の運

転手、工事現場の作業員、営業などをしていた。正社員として、１日８時

間、１か月 25 日ほど勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の

被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び複数の同僚の証言から、申立人がＡ社に勤務して

いたことは推認できる。 

しかしながら、勤務期間については、申立人と同僚の証言は一致しておら

ず、また、雇用保険の加入記録でも、申立期間の一部は別の事業所での在籍

となっていることから、申立人の記憶は曖昧
あいまい

である。 

また、申立期間当時、当該事業所で事務員をしていた同僚は、「事業主が

一存で社員の厚生年金保険の加入を決めていたため、社員全員が厚生年金保

険に加入していたわけではなく、社員全員の給与から厚生年金保険料を控除

していたわけではなかった。」と証言している。 

さらに、申立期間当時、取締役をしていた事業主の元妻から聴取しても、

当時の事情は何もわからないとの回答であった。 

加えて、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿に、申立人の名前は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


